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東急株式会社について

東急株式会社

提供 渋谷駅街区共同ビル事業者
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交通 不動産 生活サービス ホテル・リゾート

事業展開
鉄軌道 
バス
空港運営 ほか

不動産販売
不動産賃貸
不動産管理

リテール： 百貨店、チェーンストア、
ショッピングセンター等

 ICTメディア：CATV、電力小売・ガス取次、
映画館等

ホテル 
ゴルフ ほか

製造資本
社会関係資本

東急電鉄駅数 99駅
鉄道輸送人員 11.1億人
鉄道輸送効率 7.2人/km
バス輸送人員 140百万人
運営受託空港旅客数 39百万人

賃貸可能面積（当社持分） 1,626千ｍ2

賃貸オフィスビル面積 370千m2

分譲引渡戸数（国内） 242戸
分譲引渡戸数（海外） 731戸
分譲土地建物残高 2,155億円

百貨店・ショッピングセンター 57施設
スーパーマーケット 89店舗
 TOKYU POINT会員数 251万人
商業施設賃貸可能面積 431千m2

 CATV接続世帯数 118万世帯

ホテル・会員制リゾートホテル 60店舗 
11,748室

ホテル稼働率 79.6%
ホテルADR 26,681円
ゴルフ場施設数 6施設

ビジネス機会の提供 エリアに付加価値を提供

生活サービス ホテル・リゾート

交通 不動産

関係人口の増加による
さらなるビジネス拡大を図る

付加価値創出事業
中～高

低～中

リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン

小

大

投
下
資
本

（2026年3月31日現在）

東急は100年の歴史をもつ

まちづくりの会社です。

事業展開 

基盤である、交通事業と不動産事業に
生活サービス事業と

ホテル・リゾート事業を組み合わせ、
エリアの価値向上と利益拡大を図ります。 交通インフラの拡充と

都市開発によって、
快適なまちづくりと
人口の定着を図る

基盤事業

フィービジネス
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交通
2,269億円

(19.5%)

ホテル･リゾート
1,293億円

(12.0%)

不動産
2,629億円

(22.6%)

生活サービス
5,332億円

(45.9%)

営業利益
1,031億円
（消去等 0億円）

交通
273億円
(26.7%)

ホテル･リゾート
97億円
(9.5%)

不動産
435億円
(42.5%)

生活サービス
218億円
(21.3%) 

（億円）

連結決算概要（2025年度）

不動産販売業において前年度の大型物件販売の反動減があった一方、景気感応度の高い
ホテル・リゾート事業と生活サービス事業が順調に利益を取り込んだ結果、2025年度の営業利益は
2024年度並みの水準を維持。当社は今後も、「資本効率向上と財務健全性の両立」 「株主資本コストを
強く意識した経営」を推進してまいります。

▎業績推移

▎規模指標と財務健全性
日本格付研究所（JCR）

長期発行体格付

格付投資情報センター（R&I）
発行体格付

AA－（安定的）
2025年1月に格上げ

AA（安定的）

有利子負債／
東急EBITDA倍率

親会社株主に帰属する
当期純利益

6.1倍
+0.0P

有利子負債／東急EBITDA倍率= 
有利子負債（期末）÷ 東急EBITDA

870億円
＋9.3％前年比

前年比

▎重要指標
EPS

152.25円
＋17.44円

EPS = 親会社株主に帰属する当期純利益 
÷ 発行済株式数（期中平均）

前年比

ROE

10.0%
＋0.2P

ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益 
÷自己資本（期中平均） × 100

前年比

ROA

3.7%
△0.1P

ROA = 事業利益÷ 総資産（期中平均）× 100

前年比

▎事業概況
営業収益構成比 営業利益構成比 総資産構成比

総資産
29,228億円

交通
7,798億円

(26.7%)

ホテル･リゾート
1,393億円

(4.8%)

不動産
13,010億円

(44.4%)

生活サービス
4,639億円

(15.9%)

全社等
2,387億円

(8.2%)

営業収益
10,861億円

消去等
△763億円

9,359 8,791 9,312
10,378 10,549 10,861

△ 316

315 446

949 1,034 1,031
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地域コングロマリット経営 

エリア全体が
持続的に成長

渋谷・東急沿線エリア

不動産

不動産投資

交通 生活サービス ホテル・リゾート

鉄道・バスの
利用者が増加

店舗・サービスの
利用者が増加

ホテル・リゾート
の利用者が増加

 入居企業の従業者が
沿線に居住

 ビジネスパーソンが
入居企業へ訪問

 沿線居住者・オフィス
就業者による購買活動

 来街者が映画・
舞台を鑑賞

 観光客がホテル利用
 オフィス入居企業が
宴会場等を使用

開発した不動産を起点に、多様な事業が連動

交通機関 商業機能 宿泊施設等

当社既存物件の
価値も向上
（賃料上昇など）

関係人口の増加が
多様な相乗効果を

創出

オフィス入居などにより
関係人口が増加

‒ 渋谷ヒカリエ
‒ 渋谷スクランブルスクエア
‒ 渋谷ストリーム 等

保有／運営受託物件

地域コングロマリット経営とは不動産開発をフックにエリアへ人を呼び込み、他事業へ波及させることで
追加的なリターンを獲得するビジネスモデルです。各拠点への投資を繰り返すことで継続的にエリア価値
を向上させることができます。
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渋谷スクランブルスクエア

オフィス

商業施設

SHIBUYA 
SKY

（展望台）

既存物件の価値向上
（来場者増・賃料上昇等）

商業施設

エンタメ
施設

オフィス

 オフィス就業者が
食品や化粧品を購入

 来街者が買い物や
レストランを利用

渋谷ヒカリエ

既存物件の価値向上
（来場者増・賃料上昇等）

ホテル

渋谷ストリーム・
セルリアンタワー
 観光客がホテル利用
 渋谷のオフィス
入居企業が
宴会場等を使用 入居企業への就業者が東急沿線に居住

 ビジネスマンが入居企業へ訪問

鉄道・バス

地域コングロマリット経営 

▎「地域コングロマリット経営」のイメージ

ホテル
利用者が
増加

店舗・
サービスの
利用者が
増加

新規物件開業

関係人口が増加

鉄道・
バスの
利用者が
増加

観光客
（インバウンド）

就労者

～渋谷スクランブルスクエア開業による効果～
（渋谷駅直結、地上47階、高さ229mの、展望施設、オフィス、共創施設、商業施設で構成された大型複合施設）

▎「地域コングロマリット経営」による効果
二子玉川ライズ

都内有数の自然と調和させながら、オフィス、ホテル、
シネコン、商業と住宅を一体的に整備する複合開発を実施

周辺人口
（人／半径1km）

＋15.3％
（2011年4月～2026年4月）

周辺地価

＋114.0％
（2011年1月～2026年4月）

年間乗降人員

＋19.0％
（2011年度～2025年度）

南町田グランベリーパーク

官民連携のもと、駅・商業施設・公園が一体となった
シームレスな街を実現

周辺人口
（人／半径1km）

＋18.5％
（2017年～2026年4月）

周辺地価

＋39.6％
（2017年1月～2026年4月）

年間乗降人員

＋43.1％
（2016年度～2025年度）
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南町田グランベリーパーク

※ 2000年を100として比較
実線は実績、点線は2023年時点の予測値

東急線沿線
17市区

1都3県

全国

出所：国勢調査（2000～2020年）、国立社会保障・人口問題研究所（2023年推計）

ピーク
2040年

（％）

東急線沿線の特徴

当社の成長は街の成長とともにあります。東急線沿線はこれまでのまちづくりにより、人口の多さと密度、
高い消費力が特徴の、都内でも有数の人気エリアとなりました。東急沿線の人口は、いまだ増加をつづけ
ていますが、今後も、エリアの魅力向上と人口誘致策により、街のさらなる成長を推進していきます。

▎東急線沿線の人口動態

人口の多さ・人口密度の高さ1

556万人
東京圏（1都3県）の約15％
（住民基本台帳2025年1月1日現在）

11,286万人/km²
東京圏（1都3県）の約4倍

国内有数の人気エリア2

5駅5沿線

2040年
（推計）

人口誘致施策等により
人口ピークを後年へ

経済圏の大きさ3

沿線人口

人口密度

街・沿線ランキング
上位10位ランクイン数

沿線人口ピーク

沿線消費支出規模
（推定）

人口一人当たり所得

9.7兆円

全国比 約1.5倍

10km
20km

30km

40km

羽田空港

東急線
みなとみらい線
相互直通運転の地下鉄線
JR山手線
新幹線
その他のJR線、私鉄線

東京

横浜
元町･中華街

中央林間

こどもの国

長津田

蒲田

たまプラーザ

青葉台 日吉

武蔵小杉

二子玉川
溝の口

多摩川

大井町
自由が丘

三軒茶屋

下高井戸

大岡山

旗の台

川崎

田園調布

南町田グランベリーパーク

新宿

渋谷

五反田目黒

中目黒

菊名
新横浜

新綱島
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当社は、駅周辺エリアを中心に、渋谷の開発を強く推進してきました。
渋谷エリアにおけるオフィス床面積の拡大や、

就業人口の増加に寄与しております。

当社
推進中開業済

東急不動産HD

渋谷ソラスタ

Shibuya 
Sakura 
Stage

渋谷フクラス

渋谷ブリッジ

渋谷ストリーム

渋谷キャスト

渋谷ヒカリエ

渋谷アクシュ

宮益坂地区

渋谷スクランブル
スクエア

Shibuya Upper 
West Project

渋谷マークシティ

セルリアンタワー

2000年前半 2012年 2017年 2018年 2019年 2024年

45,322m²
約4,500人

83,292m²
約8,300人

98,996m²
約10,000人

150,018m²
約15,000人

223,258m²
約22,000人

248,207m²
約25,000人

今後も積極的に
事業を推進

オフィス床面積 就労人口
※オフィス就労人口は、オフィス総床面積を元に算出

渋谷における再開発の取り組み 

▎渋谷エリア開発状況（当社グループ関与図）

▎渋谷駅周辺・広域渋谷圏における当社関与床の推移 ▎各物件開業による床面積と就業人口の拡大について

渋谷
マークシティ
セルリアン
タワー

渋谷
ヒカリエ

渋谷
キャスト

渋谷
ストリーム
渋谷ブリッジ

渋谷
スクランブル
スクエア

渋谷
アクシュ

渋谷駅

その他
（文化・情報発信等）
約8万㎡

住宅 約1万㎡

ホテル 約8万㎡

商業 約14万㎡

オフィス 約37万㎡

約26万㎡

2025年度2001年度

ホテル 約7万㎡

商業 約11万㎡

オフィス 約7万㎡

その他
（文化・情報発信等）
約1万㎡

約65万㎡その他
（文化・情報発信等）
約4万㎡

住宅 約2万㎡

ホテル 約12万㎡

商業 約19万㎡

オフィス 約51万㎡

2040年度

約93万㎡



エンターテインメントの
集積・発信3

街のイメージ調査
「エンタテイメントの街」
「クリエイティブな街」

1位
1日あたり乗降客数

全国2位
クリエイティブ・コンテンツ産業を
中心に国内外企業やイベントホール・
劇場等が集積

高いオフィス稼働4
1.5％

（都心5区平均1.8％）

ターミナル拠点「渋谷駅」1

訪日外国人に人気2
第1位

乗り入れ社数・路線数

4社9路線
1日あたり乗降客数

約290万人

訪都外国人訪問先ランキング

訪日客の 約62.6%
が渋谷に

渋谷区オフィス
空室率

スタートアップ
企業数

東京23区内

クリエイティブ・
コンテンツ産業が
全産業に占める割合

第1位 22.1％
東京都平均の約2倍
（東京都平均約11.1%）

最重要拠点「渋谷」

©渋谷スクランブルスクエア
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ネットワークが重要なホテル事業や、交通事業との親和性が高い空港運営事業など、特定の事業においては全国展開を行っています。

運営関与空港
運営ホテル

ザ・キャピトルホテル 東急
／TOKYU HOTEL ／TOKYU 
RESORT HOTEL ／EXCEL 
HOTEL TOKYU ／ TOKYU 
REI HOTEL

運営関与空港数
年間旅客数 10空港 39百万人

運営関与空港

郊外都市におけるまちづくりという当社の強みを活かし、ベトナム、タイ、オーストラリアなどの今後の成長が見込まれるエリアでも事業を
展開しております。

釧路空港
函館空港
帯広空港
女満別空港
広島国際空港

現中期経営計画に基づく10年間の
既存展開国への投資規模

（分譲販売等による現地回収分の再投資を含む）

ベトナム

約 1,800億円
タイ

約 400億円
オーストラリア

約 400億円

その他の事業展開エリア 

ホーチミン市 他

ホーチミン市
  ビンズン新都市

ベトナム
社会主義共和国

ヤンチェップ地区
（分譲開発事業）
（シティセンター開発事業）

オーストラリア連邦

シラチャ
（賃貸住宅事業）

バンコク
（分譲住宅事業）
（賃貸住宅事業）
（不動産管理事業）

タイ王国

（都市開発事業）
（不動産管理事業）
（交通事業）

（都市開発事業）
（オフィス賃貸事業）

▎海外

▎国内

仙台国際空港
富士山静岡空港
新千歳空港
旭川空港
稚内空港

ゴルフ場

東急
セブンハンドレッド
クラブ

東急ブランドホテル DISTINCTIVE SELECTION

一店舗ごとに個別ブランド
を設定する『単独型』と、
複数店舗でブランド展開する
『展開型』で構成

単独型 展開型

運営ホテル
ホテル・会員制
リゾート部屋数 60店舗 11,748室

会員制 4 /パブリック 2
計６ゴルフ場
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エリア プロジェクト 開発進捗
状況

スケジュール 想定
延床面積

想定投資額
（当社負担分）~2030年度 2031年度~

渋谷

Shibuya Upper
West Project

特定目的会社設立
建設工事推進中

合計
約70万㎡

合計
約6,000億円

規模

渋谷スクランブル
スクエア

中央棟・西棟
建設工事推進中

宮益坂地区
第一種市街地

再開発
本組合設立認可

公告済

計画1

準備組合設立
計画2
計画3
計画4

沿線
エリア

計画1

準備組合設立

合計
約80万㎡

合計
約3,000億円

規模

計画2
計画3
計画4
計画5
計画6
計画7

鷺沼駅前地区
第一種市街地
再開発事業

再開発組合設立

藤が丘駅前地区
再整備 基本計画策定

計画8 準備組合設立

2031年度までに竣工予定の渋谷エリアのプロジェクト

 東急多摩川線蒲田駅と京急蒲田駅付近を
結ぶ連絡線（新空港線）を新設。これに
より、渋谷から東横線経由で京急蒲田ま
での直通運転が可能に。

 東急線沿線や渋谷・新宿・池袋などの    
主要駅や、東京都北西部、埼玉県南西部
といったエリアからの羽田空港へのアク
セス利便性が向上。

今後のさらなる成長に向けて 

渋谷そして東急線沿線でのまちづくりを中心に、沿線外や海外での事業展開も弾みとしながら、さらなる
成長を目指します。
▎進行中の国内当社再開発プロジェクト

2029年度竣工
（予定）

（提供）左：渋谷駅街区共同ビル事業者／ 中：宮益坂地区市街地再開発組合 ／右：Image by Mir, Copyright Snøhetta and NIKKEN SEKKEI LTD

宮益坂地区第一種市街地
再開発

藤が丘駅前地区再整備基本計画鷺沼駅前地区第一種市街地再開発事業

▎新空港線について ▎海外事業について

• 多くの分譲住宅のパイプラインを有しており、
毎年平均1,000戸の供給を通じて着実な利益
成長を図る

The TEN (300戸)
2026年竣工予定

• 東急多摩田園都市の開発により培った知見を
活かし、当社および連結子会社が保有する
約2,200haに加え、追加投資により
取得予定の土地の開発を推進。

ヤンチェップ駅前の
ボタニカルガーデン

Shibuya 
Upper West Project

渋谷スクランブルスクエア
（中央棟・西棟）

渋谷・東急線沿線から羽田空港へのアクセス向上 ベトナム：ビンズン新都市 オーストラリア：ヤンチェップ

2031年度竣工
（予定）

2031年度竣工
（予定）

中央棟

西棟

東棟
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